
議案第７号 

 

大口町国民健康保険条例の一部改正について 

 

大口町国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成３０年２月２８日提出 

 

 大 口 町 長  鈴 木 雅 博   

 

（提案理由） 

この案を提出するのは、国民健康保険の広域化により、この条例の一部を改正す

るため必要があるからである。 

 





大口町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

大口町国民健康保険条例（昭和３４年大口村条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

目次中「この町」を「大口町」に改め、「行う国民健康保険」の次に「の事務」

を加え、「国民健康保険運営協議会」を「大口町国民健康保険運営協議会」に改め

る。 

第１章の章名を次のように改める。 

第１章 大口町が行う国民健康保険の事務 

第１条見出し中「この町」を「大口町」に改め、「国民健康保険」の次に「の事

務」を加え、同条中「この町」を「大口町（以下「町」という。）」に改め、「国民

健康保険」の次に「の事務」を加え、「外」を「ほか、」に改める。 

第２章の章名を次のように改める。 

第２章 大口町国民健康保険運営協議会 

第２条（見出しを含む。）中「国民健康保険運営協議会」を「大口町国民健康保

険運営協議会」に改める。 

第３条中「外」を「ほか」に改める。 

第８条、第１１条及び第１３条から第１５条までの規定中「この町」を「町」に

改める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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大口町国民健康保険条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

目次 目次 

第１章 大口町が行う国民健康保険の事務

（第１条） 

第１章 この町が行う国民健康保険（第１

条） 

第２章 大口町国民健康保険運営協議会（第

２条・第３条） 

第２章 国民健康保険運営協議会（第２条・

第３条） 

第３章～第８章 略 第３章～第８章 略 

附則 附則 

第１章 大口町が行う国民健康保険の事

務 

第１章 この町が行う国民健康保険 

（大口町が行う国民健康保険の事務） （この町が行う国民健康保険） 

第１条 大口町（以下「町」という。）が行う

国民健康保険の事務については、法令に定め

があるもののほか、この条例の定めるところ

による。 

第１条 この町が行う国民健康保険について

は、法令に定めがあるものの外この条例の定

めるところによる。 

第２章 大口町国民健康保険運営協議会 第２章 国民健康保険運営協議会 

（大口町国民健康保険運営協議会の委員の定

数） 

（国民健康保険運営協議会の委員の定数） 

第２条 大口町国民健康保険運営協議会（以下

「協議会」という。）の委員の定数は、次の

各号に定めるところによる。 

第２条 国民健康保険運営協議会（以下「協議

会」という。）の委員の定数は、次の各号に

定めるところによる。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

（規則への委任） （規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関

して必要な事項は規則で定める。 

第３条 前条に定めるものの外、協議会に関し

て必要な事項は規則で定める。 

（保健事業） （保健事業） 

第８条 町は、被保険者の健康の保持増進のた

めに次に掲げる事業を行う。 

第８条 この町は、被保険者の健康の保持増進

のために次に掲げる事業を行う。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

（保険税の賦課） （保険税の賦課） 

第１１条 町は世帯主に対して別に定めるとこ

ろにより、国民健康保険税を課する。 

第１１条 この町は世帯主に対して別に定める

ところにより、国民健康保険税を課する。 

第１３条 町は偽りその他不正行為により一部

負担金及びこの条例に規定する過料の徴収を

免れた者に対しその徴収を免れた金額の５倍

第１３条 この町は偽りその他不正行為により

一部負担金及びこの条例に規定する過料の徴

収を免れた者に対しその徴収を免れた金額の
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新 旧 

に相当する金額以下の過料を科する。 ５倍に相当する金額以下の過料を科する。 

第１４条 町は、世帯主が国民健康保険法第９

条第１項若しくは第９項の規定による届出を

せず、若しくは虚偽の届出をした場合又は同

条第３項若しくは第４項の規定により被保険

者証の返還を求められてこれに応じない場合

においては、その者に対し、１０万円以下の

過料を科する。 

第１４条 この町は、世帯主が国民健康保険法

第９条第１項若しくは第９項の規定による届

出をせず、若しくは虚偽の届出をした場合又

は同条第３項若しくは第４項の規定により被

保険者証の返還を求められてこれに応じない

場合においては、その者に対し、１０万円以

下の過料を科する。 

第１５条 町は、世帯主又は世帯主であった者

が正当の理由なしに国民健康保険法第１１３

条の規定により文書その他の物件の提出若し

くは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同

条の規定による当該職員の質問に対して答弁

せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、１

０万円以下の過料を科する。 

 

第１５条 この町は、世帯主又は世帯主であっ

た者が正当の理由なしに国民健康保険法第１

１３条の規定により文書その他の物件の提出

若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又

は同条の規定による当該職員の質問に対して

答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき

は、１０万円以下の過料を科する。 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の趣旨 

  平成３０年４月から都道府県は市町村とともに国民健康保険の運営を行うこと

になり、都道府県にも運営上の重要な事項を審議するための国民健康保険運営協

議会が設置されます。それにより、「市町村の国民健康保険事業の運営に関する

協議会」と「都道府県国民健康保険運営協議会」との区別が必要になります。ま

た、国、都道府県及び市町村のそれぞれの責務が定められたことにより、改正を

行うものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 国民健康保険の運営における市町村の責務として、資格管理、保険料（税） 

の決定賦課・徴収、保険給付、保健事業等の事務を実施することを明確にす

るものです。（第１条関係） 

(2) 「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会」として規定するため

に改正するものです。（第２条関係） 

 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日から施行します。 
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